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         令和７年度 

 

   国立市国民健康保険特別会計予算  

 

令和７年度国立市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ7,208,330千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

 よる。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により 

歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足が生じた場合における同一款内で 

 のこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

 

      令和７年２月２１日提出 

 

                       東 京 都 国 立 市 長                    濵 﨑 真 也 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第　１　表 歳 入 歳 出 予 算
歳　入

千円

款 項 金　　額

412(　　　)

 1. 国民健康保険税 1,405,642

 1. 国民健康保険税 1,405,642

 2. 一部負担金 1

 1. 一部負担金 1

 3. 国庫支出金 69

 2. 国庫補助金 69

 4. 都支出金 4,757,894

 1. 都補助金 4,757,894

 5. 財産収入 10

 1. 財産運用収入 10

 6. 繰入金 1,031,710

 1. 一般会計繰入金 1,031,709

 2. 基金繰入金 1

 7. 繰越金 1

 1. 繰越金 1

 8. 諸収入 13,003

 1. 延滞金、加算金及び過料 6,002

 4. 雑入 7,001

歳 入 合 計 7,208,330



歳　出

千円

款 項 金　　額

413(　　　)

 1. 総務費 128,604

 1. 総務管理費 104,425

 2. 徴税費 24,179

 2. 保険給付費 4,616,106

 1. 療養諸費 3,996,236

 2. 高額療養費 588,900

 3. 移送費 1

 4. 出産育児諸費 17,508

 5. 葬祭諸費 4,500

 6. 結核精神医療給付金 8,960

 7. 傷病手当金 1

 3. 国民健康保険事業費納付金 2,354,830

 1. 医療給付費分納付金 1,564,448

 2. 後期高齢者支援金等分納付金 585,050

 3. 介護納付金分納付金 205,332

 5. 保健事業費 93,779

 1. 特定健康診査等事業費 74,045

 2. 保健事業費 19,734

 6. 基金積立金 10

 1. 基金積立金 10

 7. 諸支出金 10,001

 1. 償還金及び還付金 10,001

 8. 予備費 5,000

 1. 予備費 5,000

歳 出 合 計 7,208,330
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Ⅰ ． 歳 入 歳 出 予 算 款 別 比 較 表

歳  　入

416(　　　)

千円 千円 千円 ％ ％

款 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
本年度 前年度

構成比

  1. 国民健康保険税 1,405,642 1,471,445 △65,803 19.50 20.60

  2. 一部負担金 1 1 0 0.00 0.00

  3. 国庫支出金 69 1 68 0.00 0.00

  4. 都支出金 4,757,894 4,711,364 46,530 66.01 65.95

  5. 財産収入 10 1 9 0.00 0.00

  6. 繰入金 1,031,710 947,732 83,978 14.31 13.27

  7. 繰越金 1 1 0 0.00 0.00

  8. 諸収入 13,003 13,004 △1 0.18 0.18

歳 入 合 計 7,208,330 7,143,549 64,781 100.00 100.00

※構成比は四捨五入しているため、100%にならないことがあります。



歳  　出

417(　　　)

千円 千円 千円 ％ ％

款 本年度予算額 前年度予算額 比較増減
本年度 前年度

構成比

  1. 総務費 128,604 107,678 20,926 1.78 1.51

  2. 保険給付費 4,616,106 4,525,702 90,404 64.04 63.35

  3. 国民健康保険事業費納付金 2,354,830 2,381,819 △26,989 32.67 33.34

○ 共同事業拠出金 0 5 △5 0.00 0.00

  5. 保健事業費 93,779 110,343 △16,564 1.30 1.54

  6. 基金積立金 10 1 9 0.00 0.00

  7. 諸支出金 10,001 13,001 △3,000 0.14 0.18

  8. 予備費 5,000 5,000 0 0.07 0.07

歳 出 合 計 7,208,330 7,143,549 64,781 100.00 100.00











































































Ⅲ ． 給 与 費 明 細 書

期 末 手 当

報　　　  酬 給　　　  料 （千円） そ の 他 の 計

年間支給率 手　　    当

（人） （千円） （千円）        （月分） （千円） （千円） （千円） （千円）

本

その他の

特 別 職

度

前

その他の

特 別 職

度

比

その他の

較 特 別 職

　１． 特　別　職

区　　　　　　分

職　員　数

給　　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　費

共　済　費 合　　　　計

備　　　　　考

長　　　等

年

14 637 637 637

議　　　員

637

長　　　等

計 14 637 637

年

14 892 892 892

議　　　員

892

長　　　等

計 14 892 892

議　　　員

0 △ 255 △ 255 △ 255

△ 255計 0 △ 255 △ 255

２ ． 一  般  職

（１）  総      括

11,635 91,398

通 勤 手 当

備　　　　考区　　　分
職　員　数

（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

本　年　度 12,588 34,787 32,388 79,76315

（千円） （千円） （千円） （千円）

前　年　度 33,503 29,251 73,831 11,191 85,022

（千円）

1,284 3,137 5,932比　　　較

15

0

　職 員 手 当

 の 　内 　訳

区　　　分

本　年　度

前　年　度 360

660

比　　　較 300

11,077

601

1,511

△ 180 0 89

（千円）

5,212

扶 養 手 当

1,646180

5,813

（千円）

住 居 手 当

1,735

444

地 域 手 当

共　済　費

（千円）

合　　計

（千円）

（千円）

特殊勤務手当

（千円）

退 職 手 当

（千円）

児 童 手 当

（千円）

480

780

6,376

381 20,112

432

30051 1,976

（千円）

時間外勤務手当管理職手当

（千円）

880

880 22,088

（千円）

期 末 手 当管理職員
特別勤務手当
  　　　　　（千円）
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　ア　　会計年度任用職員以外の職員

　イ　　会計年度任用職員

本　年　度 4,589

（千円）

備考　　この表は、報酬をもって支弁される会計年度任用職員で、予算の積算の基礎となったものについて記載

721

備考　　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で、予算の積算の基礎となったものについて記載

比　　　較

3,868前　年　度

　職 員 手 当

 の 　内 　訳

区　　　分

比　　　較 1,511 721

期 末 手 当

前　年　度 11,077 3,868

6

6 14,945 14,945

2,232 2,232

本　年　度 12,588 4,589 17,177 17,177

0

区　　　分
職　員　数

（人）

合　　計
備　　　　考報　　　酬 職員手当

89 51 1,255

（千円）

比　　　較 300 3000

計

（千円） （千円） （千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

660 780880

前　年　度 360 480880 381

432 17,499

16,2441,646

1,735

（千円） （千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 34,787 27,799 62,586

9

9

0

退 職 手 当 児 童 手 当管理職手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当 通 勤 手 当 期 末 手 当

比　　　較 1,284 2,416 3,700 444

前　年　度 33,503 25,383 58,886

管理職員
特別勤務手当
　　　　 　　（千円）

計

（千円） （千円） （千円） （千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

11,191 70,077

備　　　　考区　　　分
職　員　数

（人）

共　済　費 合　　計

（千円）

△ 180601

1805,212

5,813

（千円）（千円）

住 居 手 当地 域 手 当

11,635 74,221

4,144

　職 員 手 当

 の 　内 　訳

区　　　分
扶 養 手 当

本　年　度

給　　　料 職員手当
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（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

増　　減　　額

（千円）

給　　　　 料 1,284

職 員 手 当 3,137

　（３） 職員（会計年度任用職員を除く。）の給料及び職員手当の状況

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

高　　校　　卒 188,000

高　　校　　卒 160,100

区　　　分
増　減　事　由　別　内　訳

（千円）

普通昇給に伴う増加分 289

給与改定に伴う増減分 622

その他の増減分 373

1,424制度改正に伴う増減分

その他の増減分 1,713

　　　　ア．職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

令和7年1月1日現在

令和6年1月1日現在

　　　　イ．初任給

区　　　分 一　般　行　政　職　（円）技　能　労　務　職　（円）

令和7年1月1日現在
大　　学　　卒 225,500

令和6年1月1日現在
大　　学　　卒 196,200
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昇給期

　 １０ 月 9 人

　　　職員数の異動状況

本　年　度 9 人

千円 前　年　度 9 人

増　　　 減 0 人

千円

千円

千円

322,144

405,715

39

303,200

376,347

38

総合職 230,000

一般職 220,000

総合職 200,700

一般職 196,200

職員構成等の変動分

373

910

地域手当支給割合改正分

514

166,600

職　員　数

　　　平均昇給率　　1.66％

期末勤勉手当支給月数改正分

技　能　労　務　職　（円）

国　　　の　　　制　　　度

188,000

　職員構成等の変動分

1,713

一　 般　 行　 政　 職 技　 能　 労　 務　 職

一　般　行　政　職　（円）

説　　　　明 備　　　　考
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ウ．級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

６　　級 ６　　級

５　　級 1 11.1 ５　　級

４　　級 ４　　級

３　　級 2 22.2 ３　　級

２　　級 3 33.3 ２　　級

１　　級 3 33.3 １　　級

計 9 99.9 計

６　　級 ６　　級

５　　級 1 11.1 ５　　級

４　　級 1 11.1 ４　　級

３　　級 ３　　級

２　　級 2 22.2 ２　　級

１　　級 5 55.6 １　　級

計 9 100.0 計

※構成比は四捨五入しているため、100％とならないことがあります。

　　　　　（級別の標準的な職務内容）

６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

部　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事

係　長 主　任 主　事技能労務職

区　　分

一般行政職

技　能　労　務　職

令 和 7 年 1 月 1 日 現 在

令 和 6 年 1 月 1 日 現 在

区　　分
一　般　行　政　職
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6　月（月分） 12　月　（月分） 3　月　（月分）

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）

区　　　　　　 分 国の制度との異同

配偶者（管理職） 0円 配偶者（管理職） 0円

配偶者（一般職） 3,000円 配偶者（一般職） 3,000円

（市） 子 11,500円 （国） 子 11,500円

その他（管理職） 3,000円 その他（管理職） 3,500円

その他（一般職） 6,000円 その他（一般職） 6,500円

（市） 借 家 ・ 借 間 15,000円 （国） 借 家 ・ 借 間 28,000円 （ 限 度 ）住　居　手　当 異　　 な　　 る

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （ ％ ） 15

扶　養　手　当 異　　 な　　 る

※35歳未満の職員のみ支給

差 異 の 内 容

(満16歳から満22歳までの子 4,000円加算) (満16歳から満22歳までの子 5,000円加算)

通　勤　手　当 （国）異　　 な　　 る （市） 　 150,000円 （ 限 度 ）（ 限 度 ）　 55,000円

支  給  率  等

国  の  制  度
（支給率等）

(2％～20％加算）

備　　考

本   年   度

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

前   年   度

有

区　　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分）

2.25 2.35 0.25 4.85

2.15 2.25

その他の加算措置

0.25

2.30 2.30 4.60

4.65

          オ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

有

30.50 43.00

47.709

有

退職時特別昇給 備　　　　　　考

定年前早期退職

特例措置

定年前早期退職

特例措置

(2％～45％加算）

          カ．地域手当

          キ．その他の手当

          エ．期末手当・勤勉手当

43.00

国 の 制 度

区　　　　　　分

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 9

支 給 対 象 地 域

支 給 率 （ ％ ）

24.586875 33.27075 47.709

国 立 市 全 地 域

16

23.00

（   459   ）


